
○歳入・・・191億9,545万3千円（前年度比25億416万2千円、15.0％増）

○歳出・・・181億9,290万6千円（前年度比27億9,160万9千円、18.1％増）

　 〈歳入の推移〉 〈歳出の推移〉

○決算収支
実質収支は、９億3,642万円の黒字となりました。
単年度収支は1,952万円、実質単年度収支は４億7,048万円の黒字となりました。

○主な財政指標
経常収支比率は、前年度より1.6ポイント低下し、89.5％となりました。
実質公債費比率は、前年度より0.8ポイント低下し、11.1％となりました。
将来負担比率は、前年度より25.1ポイント低下し、55.9％となりました。

平成27年度普通会計決算の概要

（単位：百万円）（単位：百万円）
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２７年度 ２６年度 対前年度増減
決　　算　　額

区　分

実質収支 936,416千円 916,901千円 19,515千円

単年度収支 19,515千円 324,077千円 ▲ 304,562千円

実質単年度収支 470,484千円 135,179千円 335,305千円

経常収支比率 89.5% 91.1% ▲ 1.6

将来負担比率 55.9% 81.0% ▲ 25.1

実質公債費比率 11.1% 11.9% ▲ 0.8

区分 ２７年度 ２６年度 対前年度増減
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◇普通会計決算の状況 （単位：千円）

◇実質収支の推移 （単位：百万円）

◇歳入・歳出決算額の推移 （単位：百万円）

・決算の規模は、城南中学校及び給食センターの移転事業や前年度からの繰越事業の

実施等により、歳入・歳出ともに３年連続増加となりました。

・実質収支は9億3,642万円、実質単年度収支は4億7,048万円となりました。

～１.実質収支は936,416千円

区　　　　　分 ２７年度① ２６年度② 増減①-②
歳入決算額 19,195,453 16,691,291 2,504,162

歳出決算額　Ｂ 18,192,906 15,401,297 2,791,609

形式収支　　Ｃ＝Ａ-Ｂ 1,002,547 1,289,994 △ 287,447

繰越財源　　Ｄ 66,131 373,093 △ 306,962

実質収支　　Ｅ＝Ｃ-Ｄ 936,416 916,901 19,515

単年度収支　Ｆ 19,515 324,077 △ 304,562
基金積立額　Ｇ 450,969 1,102 449,867

繰上償還金　Ｈ 0 0 0

財政調整基金取崩額　Ｉ 0 190,000 △ 190,000

実質単年度収支　Ｊ＝Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ 470,484 135,179 335,305
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◇歳入決算の状況 （単位：百万円）

～２.歳入について～
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・歳入決算額については、前年度と比べ25億416万円（15.0％）増の191億9,545万円

となりました。

全国からの悠久の飯山ふるさと応援金が大幅に増え、また地方消費税率の引上げに

ともなう地方消費税交付金、旧第二中学校跡地の売却による財産収入や、飯山ぷらざ

（仮称）建設事業、城南中学校移転事業など普通建設事業に係る地方債の増などによ

るものです。

191億9,500万円 166億9,100万円

区　　　分 27年度 26年度 増減 対前年度比
市税 2,381 2,430 ▲ 49 ▲ 2.0%
分担金、使用料等 490 501 ▲ 11 ▲ 2.2%
寄附金 1,724 629 1,095 174.1%
繰入金 268 1,284 ▲ 1,016 ▲ 79.1%
諸収入、財産収入 1,064 848 216 25.5%
繰越金 1,290 646 644 99.7%
地方譲与税等 699 498 201 40.4%
地方交付税 5,226 5,263 ▲ 37 ▲ 0.7%
国・県支出金 2,496 2,845 ▲ 349 ▲ 12.3%
地方債 3,557 1,747 1,810 103.6%

歳入合計 19,195 16,691 2,504 15.0%
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◇市税決算額の前年度対比 （単位：百万円）

◇市税決算額の推移 （単位：百万円）

◇市税収納率の推移 （収納率：％）

～３.市税決算額は2,381,181千円～

２７年度の市税決算額は、前年度に比べて4,895万円（▲2.0％）減の23億8,118万

円となりました。これは、個人市民税1,388万円、法人市民税1,531万円、固定資産税

1,917万円の減になったことなどによるものです。

また、収納率については、97.5％（0.4ポイント増）となり、市税の収入未済額は

前年度から740万円減の5,589万円となりました。

２７年度① ２６年度② 増減①-② 対前年度比
　市民税 934 963 ▲ 29 ▲ 3.0%

個　人 743 757 ▲ 14 ▲ 1.8%
法　人 191 206 ▲ 15 ▲ 7.4%

　固定資産税 1,139 1,158 ▲ 19 ▲ 1.7%
　軽自動車税 72 71 1 1.3%
　たばこ税 170 173 ▲ 3 ▲ 1.5%
　入湯税 10 9 1 6.0%
　都市計画税 56 56 0 0.9%

2,381 2,430 ▲ 49 ▲ 2.0%
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◇交付税の推移 （単位：百万円）

◇市債発行額及び市債残高の推移 （単位：百万円）

～５.市債発行額は3,557,300千円～

２７年度の市債発行額は、城南中学校及び給食センターの移転事業や前年度からの

繰越事業等の整備に必要な市債を活用したことなどにより、前年度に比べ18億1,000

万円（103.6％）増の35億5,730万円（国が普通交付税を交付する代わりに特別に発行

を認めている臨時財政対策債4億1,750万円を含む。）となりました。

市債残高は前年度末より26億900万円（28.3％）増の118億3,500万円となりまし

た。

～４.地方交付税決算額は5,225,618千円～

地方交付税は、前年度と比べ3,718万円（▲0.7％）減の52億2,562万円となりまし

た。

内訳は、普通交付税が2,895万円（▲0.7％）減の44億6,109万円、特別交付税が823

万円（▲1.1％）減の7億6,453万円です。

599 551
903 684 763 967

1,425
1,729 1,747

3,557

12,913
11,290

10,165
9,038

8,155 7,685 7,857 8,458
9,226

11,835

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

市債発行額 市債残高 市債発行額市債残高

5,274 5,110 5,061 5,074 5,258 4,984 4,817 4,684 4,490 4,461

712 687 719 752 783 878 802 750 773 765

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

特別交付税

普通交付税

5



　（歳入）

地方消費税交付金交付金（社会保障財源化分）　　　194,315千円

　（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 (単位　千円)

国（県）
支出金

市債 その他

地方消費税
交付金（社会
保障財源化

分）

その他

社会福祉総務費 42,942 9,364 4,214 29,364 3,957 25,407

障がい者福祉費等 25,193 13,280 11,913 1,605 10,308

老人福祉費 91,964 856 17,779 73,329 9,881 63,448

医療給付費 113,698 46,806 16,700 677 49,515 6,672 42,843

障害者自立支援費 437,410 316,829 100 120,481 16,234 104,247

児童福祉総務費 391,519 284,929 106,590 14,363 92,227

保育所費 226,389 22,306 82,065 122,018 16,442 105,576

母子等福祉費 3,663 413 3,250 438 2,812

児童福祉施設費 50,620 11,836 11 38,773 5,225 33,548

生活保護・扶助費 80,588 79,331 135 1,122 151 971

災害救助費 133 63 70 9 61

小　　計 1,464,119 785,600 16,700 105,394 556,425 74,977 481,448

国民健康保険 179,802 85,414 94,388 12,718 81,670

介護保険 383,129 3,199 379,930 51,194 328,736

後期高齢者医療 357,226 57,510 299,716 40,386 259,330

小　　計 920,157 146,123 774,034 104,298 669,736

保健予防総務費 190,692 116,100 74,592 10,051 64,541

健康増進費 23,123 1,971 4,761 16,391 2,209 14,182

母子保健費 15,892 1,004 73 14,815 1,996 12,819

市民健康診査費 12,289 158 7,047 5,084 685 4,399

無医地区出張診療所費 4,232 3,500 732 99 633

小　　計 246,228 3,133 119,600 11,881 111,614 15,040 96,574

2,630,504 934,856 136,300 117,275 1,442,073 194,315 1,247,758

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合 計

　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費：年金、
医療、介護、少子化対策）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。

　社会保障施策とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関する施策を言います。

　「社会福祉」　…　具体例：生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など
　「社会保険」　…　具体例：国民健康保険、介護保険、年金など
　「保健衛生」　…　具体例：医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策など

地方消費税交付金（社会保障財源化分）充当額一覧

区 分 経 費

財 源 内 訳

特定財源 一般財源

～６.地方消費税交付金について～
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◇年度末現在の基金現在高 （単位：千円）

◇基金残高（土地開発基金を除く）の推移 （単位：百万円）

～７.基金残高は3,754,507千円～

基　　金　　名 ２７年度① ２６年度② 増減①-②

飯山市財政調整基金 1,064,247 613,277 450,970

飯山市減債基金 546,544 345,525 201,019

飯山市産業振興基金 154,535 154,324 211

飯山市環境施設整備基金 322,093 329,810 △ 7,717

飯山市福祉基金 33,981 33,892 89

飯山市教育振興基金 29,319 47,194 △ 17,875

飯山市文化振興基金 138,987 223,791 △ 84,804

飯山市都市交通施設整備基金 121,248 159,962 △ 38,714

愛する飯山ふるさと基金 578,771 305,977 272,794

飯山市退職手当基金 463,399 362,461 100,938

飯山市斑尾高原保健休養地管理基金 14,314 14,817 △ 503

飯山市育英事業基金 38,309 37,292 1,017

飯山市子ども未来基金 100,000 100,000

飯山市情報化推進基金 148,760 141,314 7,446

　特定目的等基金　計 3,754,507 2,769,636 984,871

飯山市土地開発基金 802,342 802,342 0

合　　計 4,556,849 3,571,978 984,871

新幹線関連の大型事業に備え、昭和63年ごろから都市交通施設整備基金積立を行い

平成18年では20億を超える積立額となり、その基金等を活用し駅周辺等の整備を行っ

てきました。

区画整理や在来線駅の統合、立体駐車場の整備などがほぼ完了を迎えたことから基

金の取崩しが減り、悠久のふるさと飯山応援金や繰越金の積立を行ったことから前年

度と比べ9億8,487万円（35.6％）増の37億5,451万円となりました。
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◇経常収支比率の推移 （単位：％）

◇実質公債費比率・将来負担比率の推移 （単位：％）

1　実質公債費比率　　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率 実質公債費比率

2 将来負担比率
　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模※に対する比率で、市町村は350％が早期健全化基準となっています。

　※ 標準財政規模　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの
で、
　　　標準税収入額等に普通交付税等を加算した額をいいます。

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率で、早期健
全化基準については25％、財政再生基準は35％となっています。

　経常収支比率は、経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当さ
れた一般財源）が、経常一般財源（一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財
源）、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に対し、どの程度の割合となっているかをみることにより財政構
造の弾力性を判断するものです。

～８.財政指標について～

２７年度の主な財政指標を前年度と比較すると経常収支比率は、1.6ポイント低下

し、89.5％となりました。

また、健全化判断比率の実質公債費比率は0.8ポイント低下し、11.1％となり、将

来負担比率についても25.1ポイント低下し、55.9％となりました。
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◇決算額の大きかった事業 （単位：百万円）

～９.歳出について～

２７年度は、前年度に引き続き、区画整理・静間線・駅西地区整備などの新幹線駅

関連事業、文化交流館建設・城南中学校移転などの施設整備や、ふるさと寄付金推進

事業などの推進を図りました。

この結果、歳出規模は、前年度に比べて27億9,161万円（18.1％）増の181億9,291

万円となりました。

都市計画道路静間線整備事業（前年度繰越分含） 209 335 ▲ 126

ケーブルテレビ運営事業 202 220 ▲ 18

▲ 39

基金積立金事業 756 6 750

岳北広域行政組合分担金 752 857 ▲ 105

404 382 22

除雪対策事業 382 634

215

国民健康保険特別会計繰出金

介護保険特別会計繰出金 383 378 5

▲ 15

新幹線飯山駅統合整備事業（前年度繰越分含） 192 627 ▲ 435

保育所運営事業 211 226

180 147 33

城南中学校移転事業（用地取得分含） 523 5 518

▲ 252

工業用地価格安定対策事業

介護・訓練等給付事業

215 0

児童手当給付事業 299 309 ▲ 10

後期高齢者医療市町村負担事業 277 269 8

中小企業資金預託信用保証事業 258 257 1

事　　業　　名 27年度① 26年度② 増減①-②

区画整理事業（前年度繰越分含） 526 883 ▲ 357

下水道・農業集落排水事業繰出金 891 918 ▲ 27

飯山ぷらざ（仮称）建設事業（前年度繰越分含） 2,500 732 1,768

ふるさと寄付金推進事業 1,634 579 1,055

公債費（起債償還：一般会計、ＣＡＴＶ会計） 1,011 1050
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（単位：千円）

◇歳出決算額の性質別内訳の推移 （単位：百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
4,219,740 23.2% 4,421,105 28.7% ▲ 201,365 ▲ 4.6%

 人件費 1,905,513 10.5% 1,992,551 12.9% ▲ 87,038 ▲ 4.4%

うち職員給 1,150,037 6.3% 1,203,502 7.8% ▲ 53,465 ▲ 4.4%

 扶助費 1,302,940 7.2% 1,378,323 8.9% ▲ 75,383 ▲ 5.5%

 公債費 1,011,287 5.6% 1,050,231 6.8% ▲ 38,944 ▲ 3.7%

 投資的経費 5,249,861 28.9% 3,995,556 25.9% 1,254,305 31.4%

 うち普通建設事業費 5,239,805 28.8% 3,971,398 25.8% 1,268,407 31.9%

うち補助事業費 2,641,143 14.5% 3,249,158 21.1% ▲ 608,015 ▲ 18.7%

うち単独事業費 2,596,262 14.3% 713,503 4.6% 1,882,759 263.9%

災害復旧事業費 10,056 0.1% 24,158 0.2% ▲ 14,102 ▲ 58.4%

 その他の経費 8,723,305 47.9% 6,984,636 45.4% 1,738,669 24.9%

 うち物件費 3,019,626 16.6% 2,102,421 13.7% 917,205 43.6%

 うち維持補修費 438,358 2.4% 728,389 4.7% ▲ 290,031 ▲ 39.8%

 うち補助費等 1,553,723 8.5% 1,480,143 9.6% 73,580 5.0%

 うち繰出金 1,867,748 10.3% 1,849,893 12.0% 17,855 1.0%

 うち貸付金等 591,370 3.3% 592,043 3.8% ▲ 673 ▲ 0.1%

 うち積立金 1,252,480 6.9% 231,747 1.5% 1,020,733 440.5%

２７年度 ２６年度 比較

 義務的経費

歳出合計 18,192,906 100.0% 15,401,297 100.0% 2,791,609 18.1%

区　　　分

1,250 1,269 1,208 1,204 1,150

682 730 809 789 755

1,382 1,294 1,328 1,378 1,303

1,543 1,344 1,208 1,050 1,011

2,144 1,919
3,667 3,996

5,250

1,709
1,641

1,606
2,102

3,020

654
693

582
728

438

1,219 1,477

1,554
1,480

1,554

1,867 1,832

1,816
1,850

1,868

966 750

686
592

591

489
264

114
232

1,253

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

H23 H24 H25 H26 H27

積立金

貸付金等

繰出金

補助費等

維持補修費

物件費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費（その

他）
人件費（職員

給）

義務的経費

投資的経費

その他の経費

～１０.性質別歳出の状況～
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（単位：千円）

◇歳出決算額の目的別内訳の推移 （単位：百万円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率
議 会 費 134,193 0.7% 129,364 0.8% 4,829 3.7%

総 務 費 4,045,341 22.2% 2,353,828 15.3% 1,691,513 71.9%

民 生 費 3,115,922 17.1% 3,045,655 19.8% 70,267 2.3%

衛 生 費 805,526 4.4% 868,445 5.6% ▲ 62,919 ▲ 7.2%

労 働 費 29,179 0.2% 37,269 0.2% ▲ 8,090 ▲ 21.7%

農 林 水 産 業 費 627,834 3.5% 536,829 3.5% 91,005 17.0%

商 工 費 898,619 4.9% 764,080 5.0% 134,539 17.6%

土 木 費 5,347,537 29.4% 5,201,968 33.8% 145,569 2.8%

消 防 費 423,280 2.3% 477,734 3.1% ▲ 54,454 ▲ 11.4%

教 育 費 1,744,132 9.6% 911,736 5.9% 832,396 91.3%

災 害 復 旧 費 10,056 0.1% 24,158 0.2% ▲ 14,102 ▲ 58.4%

公 債 費 1,011,287 5.6% 1,050,231 6.8% ▲ 38,944 ▲ 3.7%

諸 支 出 金 0 0.0% 0 0.0% 0

２７年度 ２６年度 比較

18,192,906 100.0% 15,401,297 100.0% 2,791,609 18.1%

区　　　分

歳出合計

147 135 128 129 134

1,793 1,812 1,876 2,354

4,045

3,035 2,980 2,946
3,046

3,116
723 789 875

868

806

80 65 41
37

29

612 559 539
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868 741 771
764

8993,358 3,167

4,647
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5,348
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1,254
1,062
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1,744

56
49

42

24

10

1,543
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1,011
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2,000

4,000

6,000

8,000
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20,000

H23 H24 H25 H26 H27

公債費

災害復
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商工費

農林水

産業費
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～１１.目的別歳出の状況～
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1,045
972 939 911 893 864 832 895 829

908
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公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

2,433
2,667

2,428 2,358 2,263
2,562 2,567 2,661 2,678

3,038
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2,554 2,424 2,351 2,256
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0
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3,500
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国民健康保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

495 473

886

571

409 386 380 356 361 353489 468

881

565
405 382 373 351 356 347

327 315 323 301 273 258 239 233 225 227
0
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400

600

800

1,000
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特定環境保全公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

～（資料）特別会計決算について～
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福祉企業センター特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

178 191 201 215
238 227

206
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176 165

174 189 199 213
234 224

204
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173 161
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簡易水道等特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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介護サービス事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出
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農業集落排水事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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ケーブルテレビ事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

1,987 2,086 2,197 2,274 2,316 2,441 2,548 2,598 2,750 2,730

1,966 2,067 2,175 2,247 2,301 2,426 2,528 2,555 2,714 2,687

289 305 308 320 327 347 353 362 378 383

0
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2,000
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介護保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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Ｈ27

駐車場事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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後期高齢者医療特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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